不法行為・相続

１ 不法行為（１）／問題編（11問） 同／解答解説編
２ 不法行為（２）／問題編（８問） 同／解答解説編
３ 相続（１）／問題編（11問） 同／解答解説編
４ 相続（２）／問題編（13問） 同／解答解説編
５ 相続（３）／問題編（10問） 同／解答解説編
□■ １ 不法行為（１）／問題編
【問１】
不法行為に基づく損害賠償債務は，被害者が催告をするまでもなく，その損害の発生のとき
から遅滞に陥る。（4-9-2）（12-8-4）（19-5-1）
【問２】
不法行為の被害者は，損害賠償債権を自働債権として，加害者に対する金銭返還債務と相殺
することができない。（4-9-1）（18-11-3）（16-8-2）
【問３】
不法行為によって名誉を毀損された者の慰謝料請求権は，被害者が生前に請求の意思を表明
しなかった場合でも，相続の対象となる。（19-5-2）
【問４】
Ａが，その過失によってＢ所有の建物を取り壊し，Ｂに対して不法行為による損害賠償債務
を負担した場合に，Ａの不法行為に関し，Ｂにも過失があったときでも，Ａから過失相殺の主
張がなければ，裁判所は，賠償額の算定に当たって，賠償金額を減額することができない。
（12-8-1）（20-11-2）
【問５】
Ａの被用者Ｂが，Ａの事業の執行につきＣとの間の取引において不法行為をした場合，Ｂの
行為が，Ｂの職務行為そのものには属しない場合でも，その行為の外形から判断して，Ｂの職
務の範囲内に属すると認められるとき，Ａは，Ｃに対して使用者責任を負うことがある。
（11-9-1）
【問６】
事業者Ａが雇用している従業員Ｂが，営業時間中にＡ所有の自動車を運転して取引先に行く
途中に，前方不注意で人身事故を発生させても，Ａに無断で自動車を運転していた場合，Ａに
使用者としての損害賠償責任は発生しない。（18-11-2）
【問７】
事業者Ａが雇用している従業員Ｂの不法行為がＡの事業の執行につき行われたものであり，
Ａに使用者としての損害賠償責任が発生する場合，Ｂには被害者に対する不法行為に基づく損
害賠償責任は発生しない。（18-11-1）（6-7-1）（6-7-2）
【問８】
Ａの被用者Ｂが，Ａの事業の執行につきＣとの間の取引において不法行為をし，ＣからＡに
対し損害賠償の請求がされた場合で，Ａが，Ｂの行為につきＣに使用者責任を負う場合は，Ｃ
のＢに対する損害賠償請求権が消滅時効にかかったときでも，そのことによってＡのＣに対す
る損害賠償の義務が消滅することはない。（11-9-3）
【問９】
従業員Ａが，宅地建物取引業者Ｂの業務を遂行中に第三者Ｃに不法行為による損害を与えた
場合，Ｂは，その損害を賠償しなければならないが，Ａに対してその求償をすることはできな
い。（4-9-4）（6-7-4）（14-11-3）（18-11-4）（20-11-3）
【問10】
Ａの被用者Ｂが，Ａの事業の執行につきＣとの間の取引において不法行為をし，ＡがＢの行
為につきＣに対して使用者責任を負う場合で，ＡがＣに損害賠償金を支払ったときでも，Ｂに
故意又は重大な過失があったときでなければ，Ａは，Ｂに対して求償権を行使することができ
ない。（11-9-4）
【問11】
Ａは，宅地建物取引業者Ｂに媒介を依頼して，土地を買ったが，Ｂの社員Ｃの虚偽の説明に
よって，損害を受けた。この場合，Ａは，Ｃの虚偽の説明がＢの指示によるものでないときは，
Ｃに対して損害の賠償を求めることができるが，Ｂに対しては求めることができない。
（6-7-3）
＊＊＊ １ 不法行為（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［不法行為債務の履行期限］
不法行為に基づく損害賠償債務は，被害者による催告がなくても，損害の発生と同時に当然
に履行遅滞となります。これは被害者の利益のためなのです。
＊ したがって，加害者は，不法行為成立時以降，完済に至るまでの遅延損害金を支払わなければな
りません。
【問２】× ［不法行為債権による相殺］
不法行為の被害者は，損害賠償債権を自働債権として，加害者に対する債務（たとえば金銭
返還債務など）と相殺することができます。
民法上，被害者の損害賠償債権を受働債権とすることが許されないのは，被害者に現実の弁
済（治療費や入院費など）を受けさせるためです。加害者の債権で相殺を許してしまうと，損
害賠償債権は対当額で消滅してしまい，被害者は現実の救済を受けられなくなります。
したがって，被害者のほうから損害賠償債権を自働債権として相殺することは，許されるの
です。
【問３】○ ［慰謝料請求権の相続］
慰謝料請求権は，損害の発生と同時に発生し，請求権を放棄したと解される特段の事由がな
い限り，生前に意思表示がなくても相続の対象となります。
【問４】× ［損害賠償の過失相殺］
被害者の過失を考慮するかどうかは，裁判所の自由裁量とされますから，被害者Ｂに過失が
あったときは，加害者Ａから「過失相殺の主張」がなくても，裁判所はこれを考慮して，職権
により賠償金額を減額することができます。
【問５】○ ［事業執行の範囲──外形理論］
使用者責任を説明した記述です。
使用者責任については，その根拠についていろいろ議論がありますが，要するに，事業のた
めに他人を使用する者は，被用者がその事業の執行について，第三者に加えた損害の賠償責任
を負わなければならないというものです。
事業の執行についてというのは，被用者の職務行為そのものには属さなくても，行為の外形
から判断して，広く被用者の職務の範囲内に属するものと認められる場合を含みます。
【問６】× ［事業執行の範囲──外形理論］
【問５】の事例問題です。
使用者は，その事業の執行について，被用者（従業員）が第三者に加えた損害の賠償責任を
負いますが，事業の執行についてというのは，被用者の行為の外形から判断して，広く被用者
の職務の範囲内に属するものと認められる場合を含んでおり，必ずしも担当業務を適正に執行す
る場合だけを指すのではありません。
被用者Ｂが，使用者Ａに「無断で」運転していたときでも，事業の執行について生じたもの
と解され，Ａに損害賠償責任が発生します。
【問７】× ［被用者の不法行為］
使用者Ａに，715条に基づく使用者責任が発生する場合には，その前提として，被用者Ｂ自
身について，709条による不法行為責任が成立していますから，Ｂにも被害者に対する損害賠
償責任は発生します。この場合，使用者と被用者の双方が，連帯して全額の賠償義務を負うこ
とになります（不真正連帯債務）。
【問８】○ ［不真正連帯債務］
使用者責任が認められる場合，使用者Ａと被用者Ｂの双方は，被害者Ｃに対して不真正連帯
債務を負いますから，弁済に相当する事由を除いて，連帯債務者Ａについて生じた事由は，Ｂ
に影響を及ぼしません。
つまり，Ｂの損害賠償債務が消滅時効にかかっても，Ａの損害賠償債務はその影響を受けず，
時効消滅することはないのです。
☆☆★ 不真正連帯債務☆☆★
民法719条は，数人が共同不法行為によって他人に損害を加えたときは，各人が『連帯して』損
害賠償責任を負うと定めていますが，この連帯してというのは，いわゆる連帯債務ではなく，不真
正連帯債務とされています。
連帯債務だと，債務者の１人について生じた絶対的効力事由（請求とか，相殺，免除，時効な
ど）は，ほかの債務者にもその効力が及びますから，債権としては効力が弱くなり，債権者（被害
者）に不利となります。そのため，とくに不法行為などの被害者を確実に救済する必要から，その
損害賠償債権の効力を強め，弁済に相当する事由以外には，絶対的効力を認めない連帯債務が考え
られたのです。
民法が定める真正の連帯債務ではないという意味で，これを不真正連帯債務と呼びます。
【問９】× ［使用者の求償権］
使用者Ｂは，従業員Ａが業務遂行中に第三者に不法行為による損害を与えた場合には，その
損害を賠償しなければなりませんが，従業員Ａに対して求償することができます。
Ｂが使用者責任を負うとしても，本来の責任は，加害者である被用者Ａ自身にあり，その不
法行為責任が免除されるわけではないのです。
ただし，全額は求償できません。【判例】は，『損害の公平な分担という見地から，信義側上
相当と認められる限度』で求償できるとして，使用者の求償権を制限しています。
被用者は企業活動の一部として活動しており，それを通して使用者が多大な利益を上げてい
ることや，企業活動に伴う危険性を考慮したのです。
【問10】× ［使用者の求償権──被用者の故意・過失］
被用者Ｂに「故意又は重大な過失」がなくても，過失（軽過失）があれば，使用者Ａは，Ｂ
に求償できます。
使用者責任は，被用者の不法行為を基礎としていますから，被用者に故意・過失があればよ
く，その過失は重過失である必要はありません。
【問11】× ［使用者責任の免責］
使用者は，被用者の不法行為について，いつも責任があるわけではありません。①，②の事
由があるときは，免責されます。
① 使用者が被用者の選任およびその事業の監督について相当の注意をしたとき，または，
② 相当の注意をしても損害が生ずべきであったとき
社員Ｃの虚偽の説明が，使用者「Ｂの指示によるものでない」というだけでは，①，②いず
れの免責事由にも該当しませんから，Ｂは使用者責任を免れることはできません。
□■ ２ 不法行為（２）／問題編
【問12】
甲建物の占有者である（所有者ではない）Ａは，甲建物の壁が今にも剥離しそうであると分
かっていたのに，甲建物の所有者に通知せず，そのまま放置するなど，損害発生の防止のため
法律上要求される注意を行わなかった。そのために，壁が剥離して通行人Ｂが死亡した。この
場合，Ｂの相続人は，Ａに対しては損害賠償請求ができるが，甲建物の所有者に対しては，損
害賠償請求ができない。（13-10-3）（17-11-3）（8-6-4）
【問13】
ＡがＢとの請負契約によりＢに建物を建築させてその所有者となり，その後Ｃに売却した。
Ｃはこの建物をＤに賃貸し，Ｄが建物を占有していたところ，この建物の建築の際におけるＢ
の過失により生じた瑕疵により，その外壁の一部が剥離して落下し，通行人Ｅが重傷を負った。
この場合，Ｃは，損害の発生を防止するため必要な注意をしていたときでも，瑕疵ある土地の
工作物の所有者として，Ｅに対して不法行為責任を負うことがある。（8-6-3）（17-11-1）
【問14】
甲建物の占有者である（所有者ではない）Ａは，甲建物の壁が今にも剥離しそうであると分
かっていたのに，甲建物の所有者に通知せず，そのまま放置するなど，損害発生の防止のため
法律上要求される注意を行わなかった。そのために，壁が剥離して通行人Ｂが死亡した。この
場合，Ｂの相続人からの不法行為に基づく損害賠償請求に対して，壁の剥離につき，壁の施工
業者にも一部責任がある場合には，Ａは，その施工業者に対して求償権を行使することができ
る。（13-10-4）
【問15】
Ａが，その過失によってＢ所有の建物を取り壊し，Ｂに対して不法行為による損害賠償債務
を負担した場合に，不法行為がＡの過失とＣの過失による共同不法行為であった場合，Ａの過
失がＣより軽微なときでも，Ｂは，Ａに対して損害の全額について賠償を請求することができ
る。（12-8-2）（4-9-3）
【問16】
Ａの被用者Ｂと，Ｃの被用者Ｄが，Ａ及びＣの事業の執行につき，共同してＥに対し不法行
為をし，Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤが，Ｅに対し損害賠償債務を負担した場合に，Ａは，Ｅに対するＢ
とＤの加害割合が６対４であるときは，Ｅの損害全額の賠償請求に対して，損害の６割に相当
する金額について賠償の支払をする責任を負う。（14-11-1）
【問17】
Ａの被用者Ｂと，Ｃの被用者Ｄが，Ａ及びＣの事業の執行につき，共同してＥに対し不法行
為をし，Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤが，Ｅに対し損害賠償債務を負担した場合に，Ａが，自己の負担部
分を超えて，Ｅに対し損害を賠償したときは，その超える部分につき，Ｃに対し，Ｃの負担部
分の限度で求償することができる。（14-11-2）
【問18】
加害者数人が，共同不法行為として民法第719条により各自連帯して損害賠償の責任を負う
場合，その１人に対する履行の請求は，他の加害者に対してはその効力を有しない。
（19-5-3）
【問19】
Ａが，その過失によってＢ所有の建物を取り壊し，Ｂに対して不法行為による損害賠償債務
を負担した場合，Ｂが，不法行為による損害と加害者を知った時から１年間，損害賠償請求権
を行使しなければ，当該請求権は消滅時効により消滅する。（12-8-3）（17-11-4）（19-5-4）
＊＊＊ ２ 不法行為（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問12】○ ［占有者の不法行為責任］
「損害発生の防止のため法律上要求される注意」をしなかった占有者Ａには，不法行為が成
立し，Ｂの相続人はＡに対して損害賠償請求ができます。しかし，建物所有者に対しては責任
を問うことはできません。
土地工作物の設置・保存の瑕疵により他人に損害を与えたときは，第１次的に工作物の占有
者が責任を負います。所有者は，占有者が損害の発生防止のため必要な注意をして免責される
ときに最終的に責任を負うのです。
【問13】○ ［所有者の不法行為責任］
建物など土地工作物の設置・保存の瑕疵により他人に損害を与えたときは，第１次的に工作
物の占有者が責任を負い，占有者が損害の発生防止のため必要な注意をして免責されるときは，
所有者が最終的に責任を負います。
占有者には免責が認められていますが，所有者は「損害の発生を防止するため必要な注意を
していた」ときでも免責されません。土地工作物自体のもつ危険性がその根拠とされています。
＊ 所有者の責任は，過失責任を原則とする民法で唯一の無過失責任です。ただし，絶対的な責任で
はありませんから，不可抗力による場合には責任を負いません。
【問14】○ ［占有者・所有者の求償権］
壁の施工業者にも一部責任があるなど，瑕疵について占有者・所有者以外に直接の責任者が
あるときは，損害を賠償した占有者または所有者は，この者に対して求償することができます。
対外的には占有者・所有者が責任を負い，対内的には求償により責任を分担することが公平
だからです。
【問15】○ ［共同不法行為］
共同不法行為があった場合，各人は，過失の軽重に関係なく，連帯して損害賠償責任を負い
ます。被害者Ｂは，過失の軽微なＡに対しても，損害全額について賠償請求できるのです。
【問16】× ［全額の連帯責任］
使用者Ａは，加害者「ＢとＤの加害割合が６対４」であっても，被害者Ｅに対し全額の賠償
責任を負わなければなりません。
共同不法行為の場合には，各人が連帯して損害全額の賠償責任を負いますから，被用者Ｂは，
Ｅに対し損害全額の責任を負い，使用者Ａは，指揮監督下にある被用者Ｂと一体をなすものと
して，Ｂと同じ内容の使用者責任を負うのです。
加害割合６対４は，内部的な負担部分として考慮されるだけです。
【問17】○ ［負担部分の求償］
一方の使用者Ａが，加害者Ｂ・Ｄの過失割合に従って定められる自己の負担部分を超えて損
害を賠償したときは，その超える部分につき，他方の使用者Ｃに対し，Ｃの負担部分の限度で
求償することができます。
各使用者間の求償は，内部的な責任分担の公平を図るために認められているからです。
【問18】○ ［共同不法行為における不真正連帯債務］
共同不法行為における各人の損害賠償債務は，不真正連帯債務でした。
不真正連帯債務は，弁済に相当する事由以外には絶対的効力を認めない連帯債務ですから，
履行の請求など，１人に生じた事由は，他の共同不法行為者に対しては効力を生じません。
【問19】× ［不法行為による損害賠償請求権の消滅時効］
「１年間」が誤り。不法行為による損害賠償請求権は，被害者またはその法定代理人が，損
害および加害者を知った時から３年間行使しないときは，時効消滅します。
不法行為の時から20年を経過したときも，同様です。
□■ ３ 相続（１）／問題編
【問１】
被相続人の甥は，常に相続人となることはない。
【問２】
ＡとＢが婚姻中に生まれたＡの子Ｃは，ＡとＢの離婚の際，親権者をＢと定められたが，Ａ
がその後再婚して，再婚にかかる配偶者がいる状態で死亡したときは，Ｃには法定相続分はな
い。（13-11-1）
【問３】
胎児は，受遺者となることができる。
【問４】
自己所有の建物に妻Ｂと同居していたＡが，遺言を残さないまま死亡した。Ａには先妻との
間に子Ｃ及びＤがいる。この場合に，Ａ死亡の時点でＢがＡの子Ｅを懐妊していたときは，Ｅ
は相続人とみなされ，法定相続分は，Ｂが１／２，Ｃ・Ｄ・Ｅは各１／６ずつとなる。
（16-12-3）
【問５】
居住用建物を所有するＡが死亡し，Ａに，配偶者Ｂ，Ｂとの婚姻前に縁組した養子Ｃ，Ｂと
の間の実子Ｄ（Ａの死亡より前に死亡），Ｄの実子Ｅ及びＦがいる場合は，ＢとＣとＥとＦが
相続人となり，ＥとＦの法定相続分はいずれも１／８となる。（8-10-1）
【問６】
Ａに子が３人あり，Ａの死亡の際，２人は存命であったが，１人は既に死亡していた。その
死亡した子には２人の嫡出子Ｈ，Ｉがいた。Ａ死亡の際，配偶者もいなかった場合，Ｈの法定
相続分は１／６である。（13-11-4）
【問７】
Ａが死亡し，配偶者Ｄ及びその２人の子供Ｅ，Ｆで遺産分割及びそれに伴う処分を終えた後，
認知の訴えの確定により，さらに嫡出でない子Ｇが１人いることが判明した。Ｇの法定相続分
は１／６である。（13-11-3）
【問８】
Ｘは，9,000万円の遺産を残して死亡した。Ｘには，配偶者ＹとＹとの間の子Ａがある。Ｘ
とＹとの間には，Ａのほかに子Ｂもいたが，ＢはＸ死亡の前に既に死亡しており，その子ｂが
残されている。さらに，Ｘには，非嫡出子Ｃもいる。また，Ａには子ａがおり，ＡはＸ死亡後
直ちに相続を放棄した。この場合，Ｙが4,500万円，ｂが3,000万円，Ｃが1,500万円の相続分
を取得する。（1-11-3）
【問９】
居住用建物を所有するＡが死亡し，Ａに法律上の相続人がない場合で，10年以上Ａと同居し
て生計を同じくし，Ａの療養看護に努めた内縁の妻Ｉがいるとき，Ｉは，承継の意思表示をす
れば当該建物を取得する。（8-10-3）
【問10】
被相続人は，遺言で，遺産の分割の方法を定めることができ，また相続開始の時から５年を
超えない期間内で遺産の分割を禁ずることもできる。（11-3-2）
【問11】
相続開始の時から３年以上経過した後に遺産の分割をしたときでも，その効力は，第三者の
権利を害しない範囲で，相続開始の時にさかのぼって生ずる。（11-3-4）
＊＊＊ ３ 相続（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［法定相続人の範囲］
被相続人の甥（おい），姪（めい）でも，相続人となることがあります。
被相続人に子や直系尊属がいないときは，第三順位の兄弟姉妹が相続人となりますが，その
兄弟姉妹が相続開始以前に死亡していれば，その子（甥や姪）が，兄弟姉妹を代襲相続するこ
とになるからです。
＊ ただし，甥・姪の子は，代襲相続人にはなりません。一代限りです。
【問２】× ［子の相続権］
被相続人の子は相続人となります。つまり，被相続人Ａの子Ｃには，当然に法定相続分があ
るのです。子であれば，親権者の別，男女の別，実子・養子の別，嫡出・非嫡出の別，戸籍の
異同，国籍の有無は，まったく関係がありません。
【問３】○ ［胎児の権利能力──遺贈］
胎児は，民法上は人ではないため，権利の帰属者（権利能力者）となることはできません。
しかし，遺贈に関しては，すでに生まれたものとみなされて，人（権利能力者）として扱わ
れます。つまり，胎児も「受遺者」となることができるのです（胎児に対して遺言で財産を与
えることができます）。
＊ 人は出生によって，権利能力（権利の保有者となれる資格）を取得しますから，母親の胎内にあ
る出生以前の胎児には，そもそも権利能力がありません。これが大原則です。しかし，胎児の利益のために，例外として，①相続，②遺贈，③不法行為に基づく損害賠償請求権の３つに限っては，胎児も，すでに出生したものとみなされ，権利能力者として扱われます。
【問４】○ ［胎児の権利能力──相続］
胎児は，相続については，すでに生まれたものとみなされます。つまり，１人の相続人とし
て扱われます。
したがって，法定相続分は，妻Ｂが１／２，子Ｃ・Ｄ・胎児Ｅが，それぞれ１／２×１／３
＝１／６ ずつとなります。
【問５】○ ［養子等の法定相続分］
法定相続分の問題では，まず最初に，①相続人を確定し，次に，②相続分を計算する，とい
うのが順序です。
本問の場合，①相続人は，配偶者Ｂ，養子Ｃ，そして相続時すでに死亡しているＤを代襲相
続するＥ・Ｆです。
したがって，②各人の相続分は，配偶者Ｂが１／２，子はＣ・Ｄ２人で１／２を相続します
から，Ｃ・Ｄは，それぞれ１／２×１／２＝１／４ となります。ただし，Ｄの１／４は，そ
の子Ｅ・Ｆ２人が代襲相続しますから，その相続分は，それぞれ１／４×１／２＝１／８ と
なります。なお，養子縁組の時期は，婚姻の前後を問いません。
＊ 相続分は，確実に覚えておきましょう。簡単な数値だからといって軽くみていると，うっかりミ
スをやってしまうのが，本試験の怖さです。
【問６】○ ［代襲相続人の法定相続分］
「Ａ死亡の際，配偶者もいなかった」のですから，３人の子が相続人となります。
Ａの死亡以前に，子の１人はすでに死亡していますから，その嫡出子Ｈ・Ｉが，代襲相続を
します。その法定相続分は，死亡した子（直系尊属）の受けるべき相続分１／３と同じですか
ら，Ｈ・Ｉの法定相続分はそれぞれ，１／３×１／２＝１／６ となります。
【問７】× ［非嫡出子の相続割合］
非嫡出子の法定相続分は，嫡出子の１／２ですから，嫡出子Ｅ・Ｆと，非嫡出子Ｇの相続割
合は，Ｅ：Ｆ：Ｇ＝２：２：１ となります。
したがって，Ｇの法定相続分は，子全員の相続分１／２の１／５＝１／10 です。
【問８】○ ［相続人と相続分］
「ＢはＸ死亡の前に既に死亡」という代襲相続に関わる点，および「ＡはＸ死亡後直ちに相
続を放棄した」という相続放棄がポイント。
子Ｂは，相続開始前に死亡していますので，Ｂの子ｂが代襲相続します（相続分は同じ）。
また，相続放棄したＡは，はじめから相続人ではなかったものとみなされますから，Ａの子
ａがＡを代襲相続することはありません。共に相続人に参入しないで計算することになります。
相続人と法定相続分は，次のとおり。
① 相続人＝配偶者Ｙ，子Ｂの代襲相続人ｂ，非嫡出子Ｃの３人。
② 法定相続分と相続取得額
なお非嫡出子Ｃは，嫡出子Ｂ（代襲相続人ｂ）の１／２（Ｃ：ｂ＝１：２）。
・配偶者Ｙの相続分１／２
相続取得額9,000万円×１／２＝4,500万円
・代襲相続人ｂの相続分１／２×２／３＝１／３
相続取得額9,000万円×１／３＝3,000万円
・非嫡出子Ｃの相続分１／２×１／３＝１／６
相続取得額9,000万円×１／６＝1,500万円
配偶者Ｙが4,500万円，代襲相続人ｂが3,000万円，非嫡出子Ｃが1,500万円となります。
【問９】× ［特別縁故者への相続財産分与］
本問の内縁の妻Ｉは，単に承継の意思表示をしただけで建物を取得することはできず，家庭
裁判所に相続財産分与の請求申立てをしなければなりません。
「法律上の相続人がない場合」（相続人不存在の場合），家庭裁判所は──
① 被相続人と生計を同じくしていた者
② 被相続人の療養看護に努めた者
③ その他，被相続人と特別の縁故があった者
などの請求があれば，清算後残存する相続財産の全部または一部を与えることができますが，
こうすることが，被相続人の意思に近いと考えられるからです。
【問10】○ ［遺言による指定分割と分割禁止］
被相続人は，遺言で，遺産分割の方法を定めることができ，また，相続開始の時から５年を
超えない期間を定めて，遺産分割を禁じることができます。
＊ 相続人が数人あるときは，具体的に遺産分割がなされるまでは，不動産・債権債務などの相続財
産は，ひとまず全員の共有に属します。すでに学習したように，共有物の分割については，分割をしない旨の契約（不分割契約）をすることもできますが，その期間は５年を超えることができませんでした。
これと同じ趣旨です。
【問11】○ ［遺産分割の効力］
共同相続人は，被相続人が遺言で禁じた場合を除いて，いつでも，その協議で遺産分割をす
ることができます。そして，遺産の分割は，相続開始の時にさかのぼってその効力を生じます
が，第三者の権利を害することはできません。
「３年以上経過した後」の遺産分割でも，このことに変わりはありません。
□■ ４ 相続（２）／問題編
【問12】
Ａが死亡し，それぞれ３分の１の相続分を持つＡの子Ｂ，Ｃ及びＤ（他に相続人はいない）
が，全員，単純承認し，これを共同相続した。この場合，相続財産である預金返還請求権など
の金銭債権は，遺産分割協議が成立するまでは，相続人３人の共有に属し，３人全員の同意が
なければ，その債務者に弁済請求できない。（15-12-3）
【問13】
自己所有の建物に妻Ｂと同居していたＡが，遺言を残さないまま死亡した。Ａには先妻との
間に子Ｃ及びＤがいる。このとき，Ａの死後，遺産分割前にＢがＡの遺産である建物に引き続
き居住している場合，Ｃ及びＤは，Ｂに対して建物の明渡しを請求することができる。
（16-12-1）
【問14】
Ａが死亡し，それぞれ３分の１の相続分を持つＡの子Ｂ，Ｃ及びＤ（他に相続人はいない）
が，全員，単純承認し，これを共同相続した。この場合に，相続財産である土地につき，遺産
分割協議前に，Ｂが，ＣとＤの同意なくＢ名義への所有権移転登記をし，これを第三者に譲渡
し，所有権移転登記をしても，ＣとＤは，自己の持分を登記なくして，その第三者に対抗でき
る。（15-12-1）
【問15】
成年Ａには将来相続人となるＢ及びＣ（いずれも法定相続分は２分の１）がいる。Ａが所有
している甲土地の処分について，Ａが「甲土地全部をＢに相続させる」旨の有効な遺言をして
死亡し，甲土地以外の相続財産についての遺産分割協議の成立前にＢがＣの同意なく甲土地を
第三者Ｄに売却した場合，特段の事情がない限り，ＣはＢＤ間の売買契約を無権代理行為に準
じて取り消すことができる。（18-12-3）
【問16】
相続の開始前においては，遺留分の放棄はできる場合があるが，相続の放棄は常にできない。
【問17】
相続人が数人あるときは，限定承認は，共同相続人の全員が共同してのみこれをすることが
できる。（14-12-2）（10-10-2）（5-13-1）（19-12-1）
【問18】
相続人が，自己のために相続の開始があったことを知った時から３ヵ月（家庭裁判所が期間
の伸長をした場合は当該期間）以内に，限定承認又は放棄をしなかったときは，単純承認をし
たものとみなされる。（14-12-3）
【問19】
相続人が，被相続人の妻Ａと子Ｂのみである場合（被相続人の遺言はないものとする），Ａ
及びＢは限定承認をしたが，Ｂが相続財産を隠匿していたとき，相続債権者は，相続財産をも
って弁済を受けられなかった債権額の１／２について，Ｂに請求できる。
（10-10-3）（19-12-2）
【問20】
相続人が，被相続人の妻Ａと子Ｂのみである場合（被相続人の遺言はないものとする）に，
相続の承認又は放棄をすべき３ヵ月の期間の始期は，ＡとＢとで異なることがある。
（10-10-1）
【問21】
被相続人の子が，相続の開始後に相続放棄をした場合，その者の子がこれを代襲して相続人
となる。（14-12-4）（5-13-2）
【問22】
Ａが，5,000万円相当の土地と5,500万円の負債を残して死亡したが，Ａには，弟Ｂ，母Ｃ，
配偶者Ｄ及びＤとの間の子Ｅ・Ｆ・Ｇ並びにＥの子Ｈがいる。この場合，Ｅ・Ｆ及びＧが相続
放棄をしたときは，Ｂ及びＣが，Ｄとともに相続人となる。（5-13-3）
【問23】
Ａが死亡し，相続人として，妻Ｂと嫡出子Ｃ・Ｄ・Ｅがいる場合，Ｃが相続を放棄したとき
は，ＤとＥの相続分は増えるが，Ｂの相続分については変わらない。（2-11-1）
【問24】
相続人が，被相続人の妻Ａと子Ｂのみである場合（被相続人の遺言はないものとする）に，
Ａが，Ｂの詐欺によって相続の放棄をしたときは，Ｂに対して取消しの意思表示をして，遺産
の分割を請求することができる。（10-10-4）
＊＊＊ ４ 相続（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問12】× ［可分債権と分割承継］
共同相続人は，相続分に応じて被相続人の権利義務を承継しますから，預金返還請求権など
可分の金銭債権は，法律上当然に分割され，３人が相続分に応じて承継します。
したがって分割前であっても，各相続人は「全員の同意」なしに，自己の相続分に応じて弁
済請求ができます。
【問13】× ［相続財産の明渡し］
遺産分割前の建物は，共同相続人Ｂ，Ｃ，Ｄの共有に属し，各共有者は，建物の全部を持分
に応じて使用できますから，【判例】は，Ｃ・Ｄの持分価格が過半数を超えるからといって，
現に建物を占有するＢに対し，当然にはその明渡しを請求することはできないとしています。
つまり，少数持分権者Ｂは，自己の持分によって使用収益権限を有し，これに基づいて建物
を占有しているのですから，明渡しを請求するためには，その理由を主張・立証する必要があ
るとするのです。
【問14】○ ［共同相続と登記］
共同相続人Ｂが，土地所有権の単独名義をし，これを第三者に譲渡しても，共同相続人Ｃ・
Ｄは，登記なしに自己の持分を第三者に対抗できます。
遺産分割前の相続財産は，相続人全員の共有に属しますから，Ｂの登記・処分は，Ｃ・Ｄの
持分に関する限り無権利の登記であり，他人の権利の処分となります。登記に公信力がない結
果，第三者も当然にはその権利を取得することはできません。
【問15】× ［分割方法の指定］
【判例】は，「甲土地全部をＢに相続させる」など，特定の遺産を相続人に相続させる旨の
遺言は，分割方法の指定遺言であるから，特段の事情がない限り，その遺産は遺産分割手続を
経ずに，被相続人Ａの死亡により直ちにＢに承継されるとしています。
Ｂが単独で甲土地を第三者Ｄに売却しても，無権代理行為になるものではなく，Ｃはこれを
取り消すことはできません。
【問16】○ ［相続放棄の時期，遺留分放棄の時期］
相続の放棄は（承認も），相続開始後にすべきもので，開始前にその意思を表示しても無効
です。これに対して，遺留分の事前放棄は，家庭裁判所の許可があれば，認められます。
【問17】○ ［限定承認］
相続人が数人あるときは，限定承認は，共同相続人の全員が共同してのみすることができま
す。
【問18】○ ［期間経過による単純承認］
相続人は，自己のために相続の開始があったことを知った時から３ヵ月以内（または家庭裁
判所が伸長した期間以内）に，単純承認か限定承認，または相続の放棄をしなければなりませ
ん。この期間内に，限定承認または相続の放棄をしなかったときは，単純承認をしたものとみ
なされます（法定単純承認）。相続関係を早く確定させるためです。
＊ 法定単純承認
相続人について，次の事由があるときは，単純承認をしたものとみなされます。
① 相続財産の全部または一部を処分したとき（→処分による単純承認）。ただし，保存行為や
短期賃貸借をすることは，処分にはあたりません。
② 法定期間内に限定承認または相続放棄をしなかったとき（→期間経過による単純承認）。
③ 限定承認または相続の放棄後であっても，相続財産の全部または一部を隠匿したり，消費し
たり，悪意で相続財産の目録中に記載しなかったとき（→背信行為による単純承認）。
【問19】○ ［背信行為による単純承認］
限定承認をしたＢが，相続財産を隠匿するなど背信的行為をしたときは，Ｂは単純承認をし
たものとみなされ（法定単純承認），自分の相続分に応じた責任を負わなければなりません。
したがって，相続債権者は，（相続財産から弁済を受けられなかった債権額）×（Ｂの相続
分１／２）で計算した額について，Ｂ固有の財産から弁済が受けられます。
＊ 相続債権者というのは，被相続人の債権者であって，相続人Ａ・Ｂの債権者でないことに注意。
【問20】○ ［承認・放棄をする期間］
相続人は，自己のために相続の開始があったことを知った時から原則３ヵ月以内に，単純承
認，限定承認，相続放棄のいずれかをしなければなりません。
したがって，３ヵ月の期間の始期は，ＡとＢとで異なることがあるのは当然です。
【問21】× ［相続放棄の効力］
相続放棄した者の子が，代襲相続人となることはありません。というのも，相続放棄をした
者は，その相続に関しては，はじめから相続人とならなかったものとみなされ，相続権そのも
のが発生しなかったことになるからです。
発生しない相続権を代襲相続することは，ありえません。
【問22】× ［相続放棄の効力］
相続放棄をしたときは，はじめから相続人とならなかったものとして扱われますから，子Ｅ
・Ｆ・Ｇ全員が相続放棄をすれば，相続人は，配偶者Ｄと第２順位の母Ｃとなります。
弟Ｂは相続人とはならず，またＥの子Ｈも，Ｅを代襲相続することはありません。
＊ 相続の放棄があると，相続人は相続開始の時にさかのぼって相続しなかったと同じことになり，
この効力は絶対的で，だれに対しても登記なくしてその効力を主張できます（最判昭42･1･20）。
【問23】○ ［相続放棄の効果］
相続を放棄した者は，その相続については，はじめから相続人とならなかったものとみなさ
れますから，相続人の数には算入しません。
子Ｃが「相続を放棄」すれば，相続人は，配偶者Ｂ，子Ｄ，Ｅ となり，それぞれの相続分
は，次のとおりとなります。
・Ｃの放棄前配偶者Ｂ＝１／２ 子Ｃ・Ｄ・Ｅ＝１／２×１／３＝各１／６
・Ｃの放棄後配偶者Ｂ＝１／２ 子Ｄ・Ｅ＝１／２×１／２＝各１／４
したがって，「ＤとＥの相続分は増えるが，Ｂの相続分については変わらない」のです。
【問24】× ［承認・放棄の取消し］
詐欺によって相続の放棄をしたときは，これを取り消すことができるのは当然ですが，放棄
の取消しは，家庭裁判所に申述しなければなりません。
Ｂに対する「取消しの意思表示」によって行うのではないのです。
□■ ５ 相続（３）／問題編
【問25】
15歳に達した者は，父母の同意を得なくても，遺言をすることができる。
（11-1-4）（4-13-1）
【問26】
遺言に停止条件が付けられた場合，その条件が遺言者の死亡後成就しても，遺言の効力は生
じない。（6-13-1）
【問27】
遺産の全部を相続人の一人に贈与する旨の遺言があっても，遺言者が死亡する前に受遺者が
死亡したときは，その遺贈は効力を生じない。（4-13-3）
【問28】
遺言者が遺贈をしても，受遺者が遺贈の放棄をしたときは，遺言に別段の意思表示がない限
り，受遺者が受けるべきであったものは，相続人に帰属する。（4-13-4）
【問29】
自筆証書による遺言をする場合，証人二人以上の立会いが必要である。（17-12-1）
【問30】
自筆証書による遺言書を保管している者が，相続の開始後，これを家庭裁判所に提出してそ
の検認を経ることを怠り，そのままその遺言が執行された場合，その遺言書の効力は失われる。
（17-12-2）（6-13-2）
【問31】
被相続人Ａ，相続人Ｂ及びＣ（いずれもＡの子）として，Ａが，「Ａの甲土地をＢに相続さ
せる」旨の遺言をした場合で，その後甲土地を第三者Ｅに売却し，登記を移転したとき，その
遺言は撤回したものとみなされる。（12-10-3）（17-12-3）（6-13-4）
【問32】
遺産の全部を相続人の一人に贈与する旨の遺言があっても，被相続人の兄弟姉妹は，遺留分
の保全に必要な限度で，遺贈の減殺を請求することができる。（4-13-2）
【問33】
被相続人Ａの生前に，Ａの子Ｂが家庭裁判所の許可を得て遺留分の放棄をした場合でも，Ｂ
は，Ａが死亡したとき，その遺産を相続する権利を失わない。（9-10-4）
【問34】
被相続人Ａ，相続人Ｂ及びＣ（いずれもＡの子）として，Ａが遺言をしようとする場合に，
「Ａの財産をすべてＢに遺贈する。ＣはＢに対して遺留分の減殺請求をしてはならない」旨の
遺言をして，ＣをＡの相続から排除することができる。（12-10-2）
＊＊＊ ５ 相続（３）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問25】○ ［遺言能力］
15歳に達した者は，父母の同意を得なくても，自分１人の単独意思で遺言をすることができ
ます。つまり，同意がないことを理由に取り消すことのできる遺言となるのではありません。
遺言は財産行為ではなく，身分行為であると考えられてきた歴史的な背景もあり，また，と
くに遺言者の意思を尊重すべきとされているのです。
【問26】× ［遺言の効力の発生時期］
遺言は，遺言者の死亡の時から効力を生じますが，遺言に停止条件がつけられた場合，その
条件が遺言者の死亡後に成就したときは，条件成就の時から，遺言は効力を生じます。
【問27】○ ［受遺者の死亡による遺贈の失効］
遺贈は，遺言者が死亡する前に受遺者が死亡したときは，効力を生じません。
【問28】○ ［遺贈が失効した場合の財産の帰属］
受遺者が遺贈の放棄をして遺贈が効力を失ったときは，受遺者が受けるべきであったものは，
相続人に帰属します。ただし，遺言者が，その遺言に「別段の意思表示」をしている場合は，
その意思が優先します。
【問29】× ［自筆証書遺言］
自筆証書遺言には，証人２人以上の立会いは不要です。
「証人二人以上の立会いが必要」なのは，公正証書遺言をする場合です。
【問30】× ［遺言書の検認］
遺言は，遺言者の死亡の時から直ちに効力を生じ，そのために特別の手続きを必要としませ
ん。家庭裁判所の検認を経ないで執行されても，その遺言書は有効です。
＊ 遺言の執行を円滑に実施するためには，遺言書の保管者にこれを提出させ，遺言書の現状を確認
したり明らかにする必要がありますから，保管者は，相続開始を知った後は，遅滞なく，これを家庭裁
判所に提出して，その検認を受けなければなりません。しかし検認は，遺言執行の準備手続としての証拠保全手続であって，内容の真偽や有効・無効を判定するものではないのです。
【問31】○ ［遺言とその後の生前処分との抵触］
遺言と，後の遺言あるいは遺言後の生前処分が抵触するときは，抵触部分については，後の
遺言あるいは生前処分で前の遺言を撤回したものとみなされます。
つまり，遺言で「Ｂに相続させる」とした甲土地を，その後第三者Ｅに売却すれば，Ｂへの
遺言は撤回したものとみなされるのです。
前の遺言どおりの内容を実現する意思は，すでにないと認められるからです。
【問32】× ［兄弟姉妹の遺留分］
被相続人の兄弟姉妹には，そもそも遺留分がありませんから，遺留分を保全するための減
殺請求権もありません。遺留分が認められているのは，配偶者，子，直系尊属です。
【問33】○ ［遺留分の放棄］
遺留分の放棄は，相続権の放棄ではありません（混同しないように）。
したがって，遺留分を放棄したＢも相続権を失うことはなく，ただ遺留分を侵害されたとき
に，減殺請求権を行使できなくなり，遺留分の保護を受けられないだけです。
【問34】× ［減殺請求権］
Ａは，相続人Ｃの減殺請求権を奪うような遺言をして，Ｃを相続から排除することはできま
せん。被相続人は，相続分を指定したり，遺産の一部を遺言で処分できますが，相続人のため
に最小限度の財産だけは遺留分として残さなければならず，これを確保するために，固有の権
利として減殺請求権が保障されているのです。
遺言によっても，この権利を侵害することはできません。
（この項終わり）__
□■ 目次
【権利関係編──借地借家法】（問題数３９問）
１ 借地（１）／問題編（10問） 同／解答解説編
２ 借地（２）／問題編（９問） 同／解答解説編
３ 借家（１）／問題編（10問） 同／解答解説編
４ 借家（２）／問題編（10問） 同／解答解説編
□■ １ 借地（１）／問題編
【問１】
自らが所有している甲土地を有効利用したいＡと，同土地上で事業を行いたいＢとの間にお
いて，Ｂが建物を所有して小売業を行う目的で公正証書によらずに存続期間を35年とする土地
の賃貸借契約を締結する場合，約定の期間，当該契約は存続する。しかし，Ｂが建物を建築せ
ず駐車場用地として利用する目的で存続期間を35年として土地の賃貸借契約を締結する場合に
は，期間は定めなかったものとみなされる。（18-13-1）（20-13-1）
【問２】
Ａが所有者として登記されている甲土地上に，Ｂが所有者として登記されている乙建物があ
り，ＣがＡから甲土地を購入した。この場合に，ＢがＡとの間で期間を定めずに甲土地の借地
契約を締結しているときには，Ｃは，いつでも正当事由とともに解約を申し入れて，Ｂに対し
て建物を収去して土地を明け渡すよう請求できる。（19-13-4）
【問３】
Ａが所有者として登記されている甲土地上に，Ｂが所有者として登記されている乙建物があ
り，ＣがＡから甲土地を購入した。この場合に，ＢがＡとの間で甲土地の借地契約を締結して
おり，甲土地購入後に借地権の存続期間が満了した場合であっても，Ｃは，Ｂに対して建物を
収去して土地を明け渡すよう請求できない場合がある。（19-13-3）
【問４】
Ａは，その所有地について，Ｂに対し，建物の所有を目的とし存続期間30年の約定で賃借権
（その他の特約はないものとする。）を設定した。この場合，当初の存続期間満了時に建物が
存在しており，Ｂが契約の更新を請求した場合で，Ａがこれに対し遅滞なく異議を述べたが，
その異議に正当の事由がないとき，契約は更新したものとみなされ，更新後の存続期間は30年
となる。（10-11-2改題）
【問５】
Ａが，Ｂに，Ａ所有の甲地を建物の所有を目的として賃貸し，Ｂがその土地上に乙建物を新
築し，所有している場合に，Ｂが，乙建物につき自己名義の所有権の保存登記をしている場合
は，甲地につき賃借権の登記をしていないときでも，甲地をＡから譲渡され所有権移転登記を
受けたＣに対し，甲地の賃借権を対抗できる。
（15-13-1）（8-13-1･2）（11-13-1）（18-13-4）（20-13-4）
【問６】
Ａは，建物所有の目的でＢから１筆の土地を賃借し（借地権の登記はしていない），その土
地の上にＡ単独所有の建物を建築していたが，Ｂは，その土地をＣに売却し，所有権移転登記
をした。この場合，Ａがその土地の上に甲及び乙の２棟の建物を所有するときは，甲建物にの
みＡ名義の所有権保存登記があれば，乙建物が未登記であっても，Ａは，Ｃに対して借地権を
対抗することができる。（11-13-3）
【問７】
Ａは，建物の所有を目的としてＢから土地を賃借し，建物を建築して所有しているが，その
土地の借地権については登記をしていない。この場合，その土地の所有権がＢからＣに移転さ
れ，所有権移転登記がなされたが，本件建物が火事により滅失したときは，建物を新たに築造
する旨を本件土地の上の見やすい場所に掲示していれば，Ａは，本件建物について登記してい
なかったときでも，借地権をＣに対抗することができる。（8-13-3）（15-13-2）
【問８】
Ａが，平成10年８月，Ｂに土地を賃貸し，Ｂがその土地上に建物を所有している場合に，Ｂ
が適法にＡに建物買取請求権を行使すると，その所有権は直ちにＢからＡに移転するが，Ｂは
Ａが代金を支払うまで，建物の引渡しを拒むことができる。（14-13-4）
【問９】
Ａは，その所有地について，Ｂに対し，建物の所有を目的とし存続期間30年の約定で賃借権
（その他の特約はないものとする。）を設定した。このとき，存続期間が満了し，契約の更新
がない場合で，Ｂの建物が存続期間満了前にＡの承諾を得ないで残存期間を超えて存続すべき
ものとして新たに築造されたものであるときは，Ｂは，Ａに対し当該建物を買い取るべきこと
を請求することはできない。（10-11-4改題）
【問10】
Ａが，Ｂの所有地を賃借して木造の家屋を所有し，これに居住している場合で，増改築禁止
の借地条件がある場合に，土地の通常の利用上相当とすべき改築についてＢの承諾に代わる許
可の裁判をするときでも，裁判所は，借地権の存続期間の延長まですることはできない。
（9-11-2）
＊＊＊ １ 借地（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［借地権の存続期間］
建物所有を目的とする土地の賃貸借には，借地借家法が適用されるため，借地権の存続期間
は30年となります（大体30年くらい経つと建物も相当ガタがきますからね）。
ただし，契約で30年より長い期間を定めたときは，その期間が優先し，「35年」と定めれば，
35年間存続します。
一方，「建物を建築せず駐車場用地として利用する」というように，建物所有を目的としない
場合には，借地借家法は適用されず，民法が適用されます。
この場合，賃貸借期間は最長20年で，これより長い期間を定めても，20年に短縮されます。
「期間は定めなかったものとみなされる」のではありません。
＊ 問題文で「公正証書によらずに」とあるのは，事業用借地権ではなく，普通借地権というこ
とを示しています。
【問２】× ［借地権の存続期間］
借地契約に期間の定めがない場合，借地権の存続期間は30年とされます。
したがって，甲土地の新所有者Ｃは，たとえ「正当事由」があっても，存続期間内は解約申
入れによる土地明渡しを請求することはできません。
【問３】○ ［借地権の更新］
借地権者Ｂは，借地上に登記された建物を所有していますから，借地権の対抗要件を備えて
います。したがって，Ｂは，前所有者Ａの法律上の地位を承継したＣに対して，借地権の存続
期間満了後に，借地契約の更新請求をすることができます。
Ｂからの更新請求があれば，Ｃは正当事由がない限り，これを拒むことはできません。
＊ Ｂが使用継続している場合や，建物買取請求をした場合も同様です。
【問４】× ［借地権の最初の更新期間］
当初の存続期間満了時に建物が存在し，借地権者Ｂが契約の更新請求をした場合で，Ａの異
議に正当事由がないときは，契約は更新したものとみなされます。
更新後の最初の存続期間は，更新日から20年間です。
＊ 最初の期間が少なくとも「30年」ですから，１回目の更新期間は「20年」としたのです。あ
と20年はもつだろうというわけです。２回目以降の更新期間は「10年」となります。
建物の寿命を考えて，30年→20年→10年→10年……というふうにしたんですね。
＊ 建物滅失後の再築による借地権の期間延長も確認しておきましょう。
【問５】○ ［借地権の対抗要件］
借地借家法では，賃借権そのものの登記がなくても，借地権者が自己名義の所有権保存登記
のある建物を所有するときは，第三者に賃借権を対抗することができます。
建物登記に借地権の第三者対抗力を与えて，借地人を保護したのです。自分の建物であれば，
地主の協力がなくても，借地人１人で登記できますからね。
＊ ただし，対抗力が認められるためには，建物登記は，借地人自身の名義であることが必要で
す。「配偶者名義」「子供名義」「他人名義」の場合，対抗力は認められません。
なお，登記があればいいのであって，実際に居住する必要はありません。
【問６】○ ［複数建物と登記］
借地上に登記した建物１棟が存在すれば，他の建物が未登記であっても，土地全部について
の借地権を第三者に対抗できます。そこまで厳密に登記を要求しなくてもいいんじゃないかと
いうのが判例です。
＊ 同じように，建物登記の地番表示が，錯誤や遺漏により，実際と多少相違していても，建物
の種類，構造，床面積等の記載と相まって，登記の表示全体において建物の同一性を認識できるよ
うな場合には，借地権を第三者に対抗できます。実際の物件とは多少とも食い違っているのが，登
記の現実です。
【問７】× ［借地権の対抗力──建物滅失の場合の法定事項の掲示］
建物登記によって借地権の対抗力を備えている場合には，その建物が火災等で滅失すれば，
建物登記は効力を失い，同時に借地権も対抗力を失います。
しかし，この場合には特例として，借地権者が一定の法定事項を掲示することで対抗力を保
持することができます。ただ，この特例を利用できるのは，あくまで建物の登記によって借地
権の対抗力を有している場合だけで，本問のように「建物について登記していなかったとき」
は，この特例は利用できません。
＊ ①建物を特定するために必要な事項，②滅失日，③建物を新たに築造する旨の法定事項を借
地上の見やすい場所に掲示しておけば，滅失の日から２年間は，第三者に借地権を対抗できます。
【問８】○ ［建物買取請求権］
借地権の存続期間が満了したにもかかわらず，契約の更新がないときは，借地権者は，建物
等を時価で買い取るよう借地権設定者に請求できます。
この建物買取請求権が行使されると，建物の所有権は地主Ａに移転しますが，この場合，判
例によれば，Ｂの建物引渡義務と，Ａの代金支払義務とは同時履行の関係に立つとされ，した
がって，Ｂは，代金支払いがあるまで建物の引渡しを拒むことができます。
＊ 借地人Ｂの債務不履行（地代の滞納など）によって，借地契約が解除された場合には，建物
買取請求権は発生しません。
＊ 借地権者が地主の承諾を得て土地を転貸し，建物を譲渡した場合，借地契約・転貸借契約が，
ともに期間満了して更新がなければ，転借人も地主に対し直接建物買取請求権を有します。
【問９】× [建物買取請求権]

借地権の存続期間が満了したにもかかわらず，契約の更新がないときは，建物が借地権設定
者の承諾なしに「残存期間を超えて存続」すべきものとして再築された場合でも，借地権者は
建物買取請求権を行使することができます。
ただし，このときは，借地権設定者（地主）の請求により，裁判所は代金の支払いについて
相当の期限を許与することができます。
【問10】× ［裁判所による他の借地条件の変更］
増改築を制限する借地条件がある場合，「土地の通常の利用上相当」な増改築について当事者
間に協議が調わないときは，裁判所は，借地権設定者の承諾に代わる許可を与えることができ，
必要があるときは，他の借地条件も変更することができます。
借地権の「存続期間の延長」も「借地条件の変更」に含まれるのです。
＊ 借地契約では，通常，建物の種類・構造・規模・用途を制限する借地条件がありますが，そ
の後の法令変更や事情変更により当初の借地条件が不相当になった場合には，当事者間で協議する
ことになりますが，協議が調わないときは，裁判所は，当事者の申立てにより，その借地条件を変
更することができます。
□■ ２ 借地（２）／問題編
【問11】
Ａは，その所有地について，Ｂに対し，建物の所有を目的とし存続期間30年の約定で賃借権
（その他の特約はないものとする。）を設定した。この場合，Ｂが，契約の更新後に，現存す
る建物を取り壊し，残存期間を超えて存続すべき建物を新たに築造した場合で，Ａの承諾もそ
れに代わる裁判所の許可もないとき，Ａは，土地の賃貸借の解約の申入れをすることができる。
（10-11-3改題）
【問12】
Ａが，Ｂに，Ａ所有の甲地を建物の所有を目的として賃貸し，Ｂがその土地上に乙建物を新
築し，所有している場合で，Ｂが，乙建物をＥに譲渡しようとする場合において，Ｅが甲地の
賃借権を取得してもＡに不利となるおそれがないにもかかわらず，Ａがその賃借権の譲渡を承
諾しないときは，Ｂは，裁判所にＡの承諾に代わる許可をするよう申し立てることができる。
（15-13-3）（17-13-2）
【問13】
Ａは，建物の所有を目的としてＢから土地を賃借し，建物を建築して所有しているが，その
土地の借地権については登記をしていない。この場合，その土地の所有権がＢからＣに移転さ
れ，所有権移転登記がなされたが，借地権が借地借家法第22条に規定する定期借地権である場
合，公正証書によって借地契約を締結していれば，Ａは，本件建物について登記していなかっ
たときでも，借地権をＣに対抗することができる。（8-13-4）
【問14】
自らが所有している甲土地を有効利用したいＡと，同土地上で事業を行いたいＢとの間にお
いて，Ｂが１年間の期間限定の催し物会場としての建物を建築して一時使用する目的で土地の
賃貸借契約を締結する場合には，当該契約の更新をしない特約は有効である。しかし，Ｂが居
住用賃貸マンションを所有して全室を賃貸事業に供する目的で土地の賃貸借契約を締結する場
合には，公正証書により存続期間を15年としても，更新しない特約は無効である。
（18-13-2）
【問15】
借地人Ａが，平成15年９月１日に甲地所有者Ｂと締結した甲地賃貸借契約に基づいてＡが甲
地上に所有している建物と甲地の借地権とを第三者Ｃに譲渡した。このとき，ＡＢ間の借地契
約が専ら事業の用に供する建物（居住の用に供するものを除く）の所有を目的とし，かつ，存
続期間を20年とする場合には，ＡはＢの承諾の有無にかかわらず，借地権をＣに対して譲渡す
ることができ，ＣはＢに対して甲地の借地権を主張できる。（17-13-4）
【問16】
Ａが，平成10年８月，Ｂに土地を賃貸し，Ｂがその土地上に建物を所有している場合に，Ａ
Ｂ間の借地契約が，公正証書により10年の事業専用の目的で締結された場合には，Ｂは建物買
取請求権を有しない。（14-13-1）
【問17】
Ａを賃借人，Ｂを賃貸人としてＢ所有の土地に建物譲渡特約付借地権を設定する契約（その
設定後30年を経過した日に借地上の建物の所有権がＡからＢに移転する旨の特約が付いている
ものとする）を締結する場合に，本件契約における建物譲渡の特約は，必ずしも公正証書によ
って締結する必要はない。（12-11-1）
【問18】
Ａを賃借人，Ｂを賃貸人としてＢ所有の土地に建物譲渡特約付借地権を設定する契約（その
設定後30年を経過した日に借地上の建物の所有権がＡからＢに移転する旨の特約が付いている
ものとする）を締結した場合で，Ｃが，建物をＡから賃借し，Ａの借地権消滅後もそこに居住
している場合で，Ｂに対して賃借の継続を請求したときは，一定の場合を除き，ＢＣ間に期間
の定めのない建物賃貸借がされたものとみなされる。（12-11-4）
【問19】
Ａが所有者として登記されている甲土地上に，Ｂが所有者として登記されている乙建物があ
り，ＣがＡから甲土地を購入した場合において，ＢがＡとの間で甲土地の使用貸借契約を締結
していたときには，Ｃは，Ｂに対して建物を収去して土地を明け渡すよう請求できる。
（19-13-2）
＊＊＊ ２ 借地（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問11】○ [更新後の建物滅失による解約］
更新後の期間は，借地権者にとって，いわばオマケで与えてもらった期間といえますから，
当初の存続期間内での再築とは異なり，更新後においてまで残存期間を超えて存続する建物の
再築を自由に認める必要はありません。
地主の承諾か裁判所の許可がない限り，残存期間を超えて存続する建物を再築することはで
きず，もし再築した場合には，地主Ａは賃貸借契約の解約申入れができます。
＊ 借地借家法は，「当初」と「更新後」をはっきり区別していることに注意。
【問12】○ ［承諾に代わる許可の裁判］
借地権者が，借地上に建てた建物を第三者に譲渡する場合には，借地権の譲渡または借地の
転貸借を伴いますから，原則として借地権設定者の承諾が必要です。
この場合，借地権設定者Ａに「不利となるおそれがない」にもかかわらず，Ａが承諾しない
ときは，借地権者Ｂは，裁判所にＡの承諾に代わる許可を申し立てることができます。
＊ なお，裁判所は，当事者間の利益の衡平を図る必要があるときは，借地条件の変更を命じる
ことができます。
【問13】× ［定期借地権の対抗要件］
法22条の定期借地権（存続期間50年以上）を設定する場合には，公正証書による等書面によ
ってしなければなりませんが，そのことと，借地権の第三者対抗要件の有無とは無関係です。
「公正証書よって借地契約を締結」しても，その借地権に対抗力はありません。
【問14】○ ［居住用建物借地権の更新］
一時使用する目的で借地権を設定したことが明らかな場合，借地借家法の一定の規定は適用
されません。更新に関する規定もその１つで，更新の有無は当事者で自由に定めることができ
ますから，「更新をしない特約」も有効です。
一方，専ら事業の用に供する建物を所有目的として一定期間事業用定期借地権を設定する場
合には，契約の更新がない旨を定めることができます。ただし，居住用賃貸マンションを所有
目的とする場合には事業用から除かれ，事業用定期借地権を設定することはできません（居住
を安定させるためですね）。したがって，「更新しない特約」は無効となります。
【問15】× ［事業用定期借地権の譲渡・転貸］
借地権を譲渡したり，借地を転貸借する場合には，原則として借地権設定者の承諾が必要で
す。これは，専ら事業の用に供する建物を所有目的とし，かつ，存続期間を10年以上30年未満
とする事業用定期借地権の場合でもまったく同じです。
承諾がないときは，甲地借地権の譲受人Ｃは，甲地所有者Ｂにその借地権を主張できません。
【問16】○ ［事業用定期借地権と建物買取請求権］
「公正証書により10年の事業専用の目的」で借地契約が締結された場合，この借地権は事業
用定期借地権です。
事業用定期借地権には，契約の更新や再築による存続期間の延長の規定は適用されず，また，
借地権者に建物買取請求権は認められません。
【問17】○ ［建物譲渡特約付借地権］
建物譲渡特約付借地権の設定契約は，公正証書によって締結する必要はありません。それど
ころか書面によることすら要求されていないのです。
建物譲渡特約を締結した場合には，将来の所有権移転請求権保全のための仮登記がなされる
ため，その必要性がないからです。
＊ 「公正証書」だったか，「書面」だったか，あるいは，そもそも書面が必要だったのかとい
う迷いは，かならず解決しておきましょう。これで１点を損したりしますから。
【問18】○ ［借地権消滅後の建物賃貸借］
建物譲渡特約付きの借地権が消滅した場合に，建物の使用を継続している借地権者Ａまたは
建物賃借人Ｃが請求すれは，請求の時に，土地賃貸人Ｂとの間で，期間の定めのない賃貸借が
されたものとみなされます。もちろん，建物賃借人を保護するためですね。
【問19】○ ［使用貸借と第三者］
使用貸借契約に基づく土地使用権には借地借家法は適用されません。したがって，Ｂは建物
登記をしていても，借地権の対抗要件とすることはできず，新たに甲土地の所有者となったＣ
は，Ｂに対して土地明渡しを請求することができます。
□■ ３ 借家（１）／問題編
【問１】
期間の定めのある建物賃貸借契約において，賃貸人が，期間満了の10月前に更新しない旨の
通知を出したときで，その通知に借地借家法第28条に定める正当事由がある場合は，期間満了
後，賃借人が使用を継続していることについて，賃貸人が異議を述べなくても，契約は期間満
了により終了する。（14-14-2）
【問２】
Ａが，Ｂに対し期間２年と定めて賃貸した建物を，ＢはＣに対し期間を定めずに転貸し，Ａ
はこれを承諾した。この場合，ＡがＢに対する更新拒絶の通知をしたときでも，期間満了後Ｃ
が建物の使用を継続し，Ａがこれに対して遅滞なく異議を述べないと，ＡＢ間の契約は更新さ
れる。（10-12-1）
【問３】
期間の定めのある建物賃貸借契約が法定更新された場合，その後の契約は従前と同一条件と
なり，従前と同一の期間の定めのある賃貸借契約となる。（14-14-3）
【問４】
Ａが，Ｂ所有の建物を賃借している場合において，Ａが建物を第三者に転貸しようとする場
合に，その転貸によりＢに不利となるおそれがないにもかかわらず，Ｂが承諾を与えないとき
は，裁判所は，Ａの申立てにより，Ｂの承諾に代わる許可を与えることができる。
（12-12-2）
【問５】
ＡはＢとの間で，平成16年４月に，ＢがＣから借りている土地上のＢ所有の建物について賃
貸借契約（期間２年）を締結し引渡しを受け，債務不履行をすることなく占有使用を継続して
いる。この場合に，借地権の期間満了に伴い，Ｂが建物買取請求権を適法に行使した場合，Ａ
は，建物の賃貸借契約を建物の新たな所有者Ｃに対抗できる。
（18-14-2）（12-12-1）（19-14-4）
【問６】
家屋の賃貸人Ａと賃借人Ｂの間の家賃の増減について特約のない場合で，建物の価格の低下
その他の経済事情の変動により家賃が不相当に高額となったとき，Ｂは，Ａに対し将来に向か
って家賃の減額を請求できる。（9-12-1）
【問７】
家屋の賃貸人Ａと賃借人Ｂの間の家賃の増減について，一定期間家賃を増額しない旨の特約
がある場合でも，その期間内に，建物の価格の上昇その他の経済事情の変動により家賃が不相
当に低額となったときは，Ａは，Ｂに対し将来に向かって家賃の増額を請求することができる。
（9-12-2）
【問８】
賃貸人Ａ（個人）と賃借人Ｂ（個人）との間の居住用建物の賃貸借契約において，ＡＢ間で，
３年間は家賃を減額しない旨特に書面で合意した場合，その特約は効力を有しない。
（13-13-4）
【問９】
貸主Ａ及び借主Ｂ間の建物賃貸借契約において，Ａが賃料増額請求権を行使してＡＢ間に協
議が調わない場合，ＢはＡの請求額を支払わなければならないが，賃料増額の裁判で正当とさ
れた賃料額を既払額が超えるときは，Ａは超過額に年１割の利息を付してＢに返還しなければ
ならない。（16-14-4）
【問10】
賃貸人Ａと賃借人Ｂとの間の居住用建物の賃貸借契約において，「Ａは，Ｂが建物に造作を
付加することに同意するが，Ｂは，賃貸借の終了時に，Ａに対してその造作の買取りを請求し
ない」旨の特約は有効である。（11-14-1）（10-12-3）
＊＊＊ ３ 借家（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［建物賃貸借の更新──賃借人の使用継続］
賃貸人が正当事由ある更新拒絶の通知をしたときでも，期間満了後，賃借人が使用継続して
いることについて，遅滞なく異議を述べないときは，契約を更新したものとみなされます。
そのまま建物を使用しているのに，「遅滞なく異議を述べない」のは，暗黙の更新があると
みられても仕方がないということです。
【問２】○ ［建物賃貸借の更新──転借人の使用継続］
建物の転貸借がされている場合，転借人の使用継続は，賃借人の使用継続とみなされます。
したがって，賃貸人が賃借人に更新拒絶の通知をしたときでも，期間満了後，転借人Ｃが建
物を使用継続しているときは，Ｃに対して遅滞なく異議を述べないと，ＡＢ間の賃貸借は更新
されます。
【問３】× ［法定更新の期間］
期間の定めのある契約が法定更新された場合，その後の契約は，「従前と同一条件」となり
ますが，期間については，定めがないものとなります。
【問４】× ［承諾に代わる許可］
借地権の譲渡・借地の転貸については，賃貸人の承諾に代わる許可の制度がありますが，借
家についてはこのような制度はありません。借地の場合には，賃貸人の承諾を得られないと，
賃借人は自分の建物の利用が制限されることになってしまい，投下資金の回収に困ります。
しかし，借家の場合には，賃借人が自己使用する必要がなくなれば，転貸するまでもなく，
家主に返還すればよいだけの話なのです。
【問５】○ ［建物賃貸借の対抗要件──建物引渡し］
建物賃貸借は，その登記がなくても，建物の引渡しがあれば，その後，建物の物権を取得し
た者に対して対抗することができます。
建物賃借人Ａは，すでに建物の引渡しを受け対抗要件を備えていますから，建物の新所有者
Ｃに建物賃借権を対抗することができます。
＊ なお，建物の引渡しがあれば，賃借人が自ら居住（自己占有）せずに，第三者に転貸し居住
（間接占有）させているときでも，建物賃借権は対抗力を有します。
【問６】○ ［借賃増減請求権──特約のない場合］
借賃が，経済事情の変動により不相当となったときは，契約の条件にかかわらず，賃貸人・
賃借人双方は，将来に向かって借賃の増減を請求することができます。
ただし，一定期間借賃を増額しない旨の特約がある場合には，その定めに拘束されます。
【問７】× ［借賃増額請求権──賃貸人の場合］
「家賃を増額しない旨の特約」がある場合，賃貸人はこの特約に拘束され，家賃が不相当に
低額となったときでも，増額請求をすることはできません。
【問８】○ ［借賃減額請求権──賃借人の場合］］
「３年間は家賃を減額しない」旨の特約を書面で定めても，その特約は無効とされ，賃借人
は，家賃の減額請求をすることができます。
＊「減額しない」特約，「増額しない」特約で，拘束力が異なることに注意。
【問９】× ［増額請求があった場合］
賃貸人から増額請求があり，当事者の協議が調わないときは，賃借人は，自分が相当と認め
る額を支払うことで足ります。「請求額を支払わなければならない」わけではありません。
＊ ただし，裁判が確定した場合に，既に支払った額に不足があるときは，その不足額に年１割
の割合による支払期後の利息を付して支払う必要があります。
【問10】○ ［造作買取請求権］
建物賃貸人の同意を得て，建物に付加した畳・建具等の造作がある場合，賃借人は，契約終
了時に，賃貸人に対し，その造作を時価で買い取るよう請求することができます。
しかし，この造作買取請求権に関する規定は任意規定ですから，特約で排除することができ
ます。畳や建具などの造作は，一般的にそれほど高価なものではありませんから，とくに造作
買取請求権を強制的に認めて建物賃借人を保護する必要はないのです。
＊ 建物の適法な転貸借がある場合，賃貸人に対する造作買取請求権は，転借人にも認められて
います。
■ 区別しておこう
・土地賃貸借（借地権）の終了時⇒ 建物買取請求権（強行規定）
特約で，排除することはできない
・建物賃貸借（借家権）の終了時⇒ 造作買取請求権（任意規定）
特約で，排除することができる
□■ ４ 借家（２）／問題編
【問11】
Ａが，Ｂに対し期間２年と定めて賃貸した建物を，ＢはＣに対し期間を定めずに転貸し，Ａ
はこれを承諾した。この場合，ＡＢ間の賃貸借が期間の満了によって終了するときも，ＡがＣ
に対してその旨の通知をした日から６月を経過しないと，建物の転貸借は終了しない。
（10-12-4）（12-12-3）（16-13-2）
【問12】
賃貸人Ａと賃借人Ｂとの間の居住用建物の賃貸借契約において，Ｂが死亡した場合で，その
当時Ｂの相続人でない事実上の配偶者Ｃがこの建物で同居していたとき，Ｃは，当該建物の賃
借権に限っては，相続人に優先してＢの賃借人としての地位を承継する。（11-14-2）
【問13】
公正証書によって借地借家法第38条の定期建物賃貸借契約を締結するときは，賃貸人は，賃
借人に対し，契約の更新がなく，期間の満了により賃貸借は終了することについて，あらかじ
め，その旨を記載した書面を交付して説明する必要はない。（20-14-2）（15-14-3）
【問14】
期間が１年以上の定期建物賃貸借契約においては，賃貸人は，期間の満了の１年前から６か
月前までの間に賃借人に対し期間満了により賃貸借が終了する旨の通知をしなければ，当該期
間満了による終了を賃借人に対抗することができない。（20-14-3）（14-14-1）（15-14-4）
【問15】
動産の賃貸借契約と建物の賃貸借契約（借地借家法第38条に規定する定期建物賃貸借，同法
第39条に規定する取壊し予定の建物の賃貸借及び同法第40条に規定する一時使用目的の建物の
賃貸借を除く）において，動産の賃貸借契約は，賃貸人と賃借人が合意して契約期間を６月と
定めればそのとおりの効力を有するが，建物の賃貸借契約は，賃貸人と賃借人が合意して契約
期間を６月と定めても期間を定めていない契約とみなされる。（17-15-3）
【問16】
ＡはＢとの間で，平成16年４月に，ＢがＣから借りている土地上のＢ所有の建物について賃
貸借契約（期間２年）を締結し引渡しを受け，債務不履行をすることなく占有使用を継続して
いるが，この場合，Ｂが，Ｃの承諾を得ることなくＡに対して借地上の建物を賃貸し，それに
伴い敷地であるその借地の利用を許容しているときでも，Ｃとの関係において，借地の無断転
貸借とはならない。（18-14-1）
【問17】
Ａが，Ｂ所有の建物を賃借している場合に，Ｂの建物がＤからの借地上にあり，Ｂの借地権
の存続期間の満了によりＡが土地を明け渡すべきときは，Ａが期間満了をその１年前までに知
らなかった場合に限り，Ａは，裁判所に対し土地の明渡しの猶予を請求することができる。
（12-12-4）（18-14-3･4）
【問18】
平成15年10月に新規に締結しようとしている，契約期間が２年で，更新がないこととする旨
を定める定期借家契約は，公正証書によってしなければ，効力を生じない。
（15-14-2）（19-14-1）
【問19】
ＡはＢに対し甲建物を月20万円で賃貸し，Ｂは，Ａの承諾を得たうえで，甲建物の一部をＣ
に対し月10万円で転貸している。この場合，ＡＢ間で賃貸借契約を合意解除しても，転借人Ｃ
に不信な行為があるなどの特段の事情がない限り，賃貸人Ａは，転借人Ｃに対し明渡しを請求
することはできない。（16-13-3）
【問20】
賃貸人Ａと賃借人Ｂとの間の居住用建物の賃貸借契約において，この建物が，その敷地の売
却に伴い２年後に取り壊されることが明らかな場合に，「建物を取り壊すこととなる時に賃貸
借が終了する」旨の特約をＡＢ間の賃貸借契約に定めるときは，公正証書によってしなければ
ならない。（11-14-3）
＊＊＊ ４ 借家（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問11】○ ［建物賃貸借終了時における転借人の保護］
建物が転貸借されている場合には，建物の賃貸借が期間満了または解約申入れによって終了
するときは，賃貸人は，転借人にその旨を通知しなければ，賃貸借の終了を対抗することがで
きません。この通知をしたときは，転貸借は，通知日から６か月後に終了します。
【問12】× ［居住用建物の賃貸借の承継］
居住用建物では，内縁の配偶者等による建物賃借権の承継は，相続人がいない場合にだけ認
められます。相続人がある場合には，建物賃借権も財産権の一つとして，相続法に従い相続人
が相続しますから，事実上の配偶者Ｃが「相続人に優先して」承継することはありえません。
【問13】× ［書面交付・説明義務］
定期建物賃貸借をするときは，賃貸人は，あらかじめ，賃借人に対し，契約の更新がなく，
期間満了により賃貸借が終了することについて，その旨を記載した書面を交付して説明する必
要があります。
公正証書等の書面によって定期建物賃貸借を締結するからといって，この交付・説明義務が
免除されるわけではありません。
＊ 一般の人は，定期借家契約だといっても何のことだかわかりませんから，「契約で定めた期
間が満了すれば契約は終了し，更新できない」ということを書面の交付・説明により前もって知ら
せておく必要があるのです。
【問14】○ ［定期建物賃貸借終了の対抗要件］
期間が１年以上の定期建物賃貸借の場合，賃貸人は，期間満了の１年前から６か月前までの
通知期間内に，賃借人に対し期間満了により賃貸借が終了する旨の通知をしなければ，その終
了を対抗できません。
＊ 賃借人が新たに転居先を探すには，少なくとも６か月は必要ということですね。
【問15】○ ［契約期間］
動産の賃貸借には，借地借家法は適用されず，民法が適用されます。この場合，存続期間に
ついては，最長20年だけが法定されており，20年以下であれば，当事者の合意で自由に定める
ことができます。
一方，建物の賃貸借の場合には，民法に優先して借地借家法が適用されます。この場合，存
続期間について１年未満の期間を定めたときは，期間の定めがない賃貸借とみなされます。
【問16】○ ［借地上の建物賃貸借］
借地上の建物を第三者に賃貸しても，借地権の譲渡・転貸とはなりません。
借地上の建物は借地権者Ｂの所有物であり，自分で使おうと他人に貸そうと自由なのです。
地主Ｃの承諾がなくても無断転貸となることはありません。
建物を譲渡するときに，借地権譲渡に関するＣの承諾の有無が問題となるのです。
＊ 建物譲渡と建物貸借を混同しないように。
【問17】○ ［借地上の建物賃借人の保護］
借地権の存続期間の満了によって借地契約が終了する場合には，建物賃借人Ａが，期間満了
をその１年前までに知らなかった場合に限り，Ａの請求により，裁判所が，土地明渡しについ
て１年未満の範囲で相当の期限を許与ことができます。
善意の建物賃借人に立退きの時間を与えるためです。
＊ ただし，借地人Ｂの債務不履行による契約解除の場合には，この猶予措置はありません。
【問18】× ［定期建物賃貸借の書面性］
定期借家契約は，公正証書等の書面によって契約するときに限り，契約の更新がない旨を定
めることができます。「公正証書」だけに限定されるわけではなく，書面であればいいのです。
【問19】○ ［賃貸借の合意解除と転借人の保護］
適法な転貸借がある場合に，その前提となっている賃貸借契約を合意解除しても，「転借人
Ｃに不信な行為があるなどの特段の事情がない限り」，賃貸人は，Ｃに対し明渡しを請求する
ことはできません。判例の見解です。
ＡとＢの合意だけで，適法な転貸借を終了させられることになると，転借人Ｃはいつ追い出
されるかわからないという非常に不利な立場に立たされるのです。
【問20】× ［取壊し予定建物の賃貸借］
一定期間経過後に取り壊すことが明らかな取壊し予定建物の賃貸借をするときは，取壊し時
に賃貸借が終了する旨を記載した書面によってしなければなりませんが，必ずしも「公正証
書」による必要はありません。
取壊し予定が客観的にわかればいいのですから，公正証書までは要求されないのです。
今回はここまでです。お疲れさまでした。__
